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1.  平成24年3月期の連結業績（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期 8,614 △16.3 △320 ― △176 ― △179 ―
23年3月期 10,290 △27.0 173 △37.8 281 22.7 124 △38.1

（注）包括利益 24年3月期 △192百万円 （―％） 23年3月期 114百万円 （△44.6％）

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり
当期純利益

自己資本当期純利
益率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

24年3月期 △8.64 ― △4.1 △1.5 △3.7
23年3月期 6.00 ― 2.8 2.3 1.7

（参考） 持分法投資損益 24年3月期  1百万円 23年3月期  △8百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年3月期 11,283 4,271 37.9 206.57
23年3月期 11,828 4,506 38.1 217.80

（参考） 自己資本   24年3月期  4,271百万円 23年3月期  4,506百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

24年3月期 △677 574 215 220
23年3月期 △34 △162 △137 108

2.  配当の状況 

 平成24年２月３日公表の「平成24年３月期 配当予想の修正に関するお知らせ」のとおり、当社の親会社である株式会社ＩＨＩの完全子会社化に向けた手
続を進めていることから、平成24年３月期の期末配当については行わないことといたしました。 
また、平成25年３月期の配当予想につきましては、未定であります。 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

23年3月期 ― 0.00 ― 2.00 2.00 41 33.3 0.9
24年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00 ― ― ―
25年3月期(予想) ― ― ― ― ― ―

3. 平成25年 3月期の連結業績予想（平成24年 4月 1日～平成25年 3月31日） 
 平成24年３月17日公表の「支配株主である株式会社ＩＨＩによる当社株式に対する公開買付けの結果に関するお知らせ」のとおり、当社は一連の手続を経
て株式会社ＩＨＩの完全子会社化ならびに上場廃止となる予定でありますので、平成25年３月期の連結業績予想の公表は差し控えさせていただきます。 



※  注記事項 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 無
② ①以外の会計方針の変更  ： 無
③ 会計上の見積りの変更  ： 無
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年3月期 20,746,000 株 23年3月期 20,746,000 株
② 期末自己株式数 24年3月期 71,018 株 23年3月期 57,770 株
③ 期中平均株式数 24年3月期 20,685,654 株 23年3月期 20,690,203 株

（参考）個別業績の概要 

平成24年3月期の個別業績（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期 8,477 △16.0 △167 ― △113 ― △281 ―
23年3月期 10,098 △27.0 227 11.2 254 38.6 114 △28.6

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり当期純
利益

円 銭 円 銭

24年3月期 △13.58 ―
23年3月期 5.53 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年3月期 10,286 5,204 50.6 251.71
23年3月期 10,876 5,534 50.9 267.50

（参考） 自己資本 24年3月期  5,204百万円 23年3月期  5,534百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
 この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続きの対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく連結財務諸表の
監査手続きを実施しております。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 平成24年３月17日付「支配株主である株式会社ＩＨＩによる当社株式に対する公開買付けの結果に関するお知らせ」に記載のとおり、株式会社ＩＨＩは、当社
を完全子会社化することを目的とした公開買付けを実施した結果、平成24年3月31日現在、当社普通株式19,275,999株（議決権割合93.57％）を保有するに
至っております。 
 また、平成24年５月16日開催予定の臨時株主総会及び普通株主による種類株主総会にて、議案が原案どおり承認可決された場合は、当社普通株式は
東京証券取引所の上場廃止基準に該当し、所定の手続を経て平成24年６月18日をもって上場廃止となる予定であり、有価証券報告書につきましては、提
出しない予定であります。 
（詳細は、平成24年４月16日付「定款の一部変更および全部取得条項付普通株式の取得に関するお知らせ」をご参照ください。） 
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(１）経営成績に関する分析 

①当期の連結業績の概況 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、東日本大震災の影響から穏やかに持ち直しているものの、長期化する円高

や景気の下振れの影響に加え、失業率が依然として高水準にあるなど懸念材料も多く、厳しい状況で推移しました。

 当社グループが属する建設業界におきましては、公共投資の下げ止まりや経済の緩やかな回復を受けて民間設備投

資は徐々に持ち直しておりますが、建設需要は依然低い水準にあり、厳しい状況が継続しています。この低水準な公

共投資や民間設備投資を背景として、ゼネコンおよび競合メーカー同士による激しい受注競争・受注価格の低下を招

き、非常に厳しい事業環境が継続しています。 

 このような事業環境のもと、当社グループの土木事業であるセグメントにおきましては、製造拠点である麻生工場

が東日本大震災により設備・製品に甚大な災害を受けましたが、関係者の協力により平成23年５月には通常の製造を

開始することができました。需要の大半を占める公共工事の削減と規模の縮小から、競合メーカー同士の熾烈な受注

競争が継続しており、受注価格の低迷は続いていますが、大型の公共工事の計画が具体化されてきており、鉄道・道

路用の大口径セグメントに対する需要増加が見込める状況となってきています。 

 一方、当社グループの建築事業分野におきましては、電力向け資材が震災の影響で工事の中断・延期が相次ぎ、当

連結会計年度の早い時期に計画の修正を余儀なくされました。依然として不透明な状況は続いておりますが、徐々に

震災復興を含め工事が再開されつつあります。 

 このような状況のもと、受注高につきましては、土木事業のセグメントの中小口径の製品が減少したことなどによ

り前年度に比べて36.7％（3,455百万円）減少の5,966百万円となりました。 

 売上高につきましては、建築事業の自走式駐車場が減少（平成23年10月1日に事業譲渡）したことを中心に、前年

度に比べて16.3％（1,676百万円）減少の8,614百万円となりました。 

 この結果、当連結会計年度末の受注残高につきましては、前年度末に比べ29.1％（3,610百万円）減少の8,779百万

円となりました。 

 損益面につきましては、建築事業の自走式駐車場を中心に売上高が減少したことにより、販売費及び一般管理費を

吸収できず、前年度に比べて493百万円損失額が増加し、営業損失は320百万円となりました。 

 営業外損益を加えた経常損失は前年度に比べ457百万円損失額が増加し176百万円となり、災害による損失および希

望退職者に対する退職特別加算金等を特別損失に計上したため、法人税等調整額の影響があったものの当期純損失

は、前年度に比べて303百万円損失額が増加し179百万円となりました。 

 セグメントの業績は、以下のとおりです。 

〔土木事業〕 

 受注高につきましては、セグメントの中小口径の製品を中心に前年度比17.2％（914百万円）減少の4,393百万円と

なりました。 

 売上高につきましては、セグメントの大口径ＲＣの製品を中心に前年度比5.0％（343百万円）増加の7,148百万円

となりました。 

 この結果、当連結会計年度末の受注残高は、前年度末に比べ28.5％（2,756百万円）減少の6,922百万円となりまし

た。 

〔建築事業〕 

 受注高につきましては、自走式駐車場を中心に前年度比61.8％（2,540百万円）減少の1,573百万円となりました。

 売上高につきましては、自走式駐車場を中心に前年度比58.0％（2,020百万円）減少の1,466百万円となりました。

 この結果、当連結会計年度末の受注残高は、前年度末に比べ31.5％（855百万円）減少の1,857百万円となりまし

た。 

②次期の業績見通し 

 平成24年３月17日公表の「支配株主である株式会社ＩＨＩによる当社株式に対する公開買付けの結果に関するお知

らせ」のとおり、当社は一連の手続きを経て株式会社ＩＨＩの完全子会社化ならびに上場廃止となる予定であります

ので、平成25年３月期の連結業績予想の公表は差し控えさせていただきます。 

１．経営成績
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(２）財政状態に関する分析 

①資産、負債及び純資産の状況 

 当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末と比べ545百万円減少の11,283百万円となりました。これは、た

な卸資産が139百万円増加したものの、受取手形及び売掛金が373百万円減少したこと等により流動資産が115百万円

減少し、ならびに、投資有価証券が228百万円減少したこと等により固定資産が430百万円減少したことが主な要因で

あります。 

 負債につきましては、繰延税金負債の減少118百万円、ならびに退職給付引当金の減少116百万円等により固定負債

が313百万円減少したことが主な要因となり、前年度末に比べ310百万円減少の7,012百万円となりました。 

 純資産につきましては、当期純損失を計上し利益剰余金が220百万円減少したことにより、前年度末に比べ235百万

円減少の4,271百万円となりました。 

 この結果、自己資本比率は、前連結会計年度末の38.1％から0.2ポイント下降し、37.9％となりました。 

②キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ113百万円増

加し、当連結会計年度末には220百万円となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動による資金は、677百万円のマイナスとなりました。これは主に、売上債権の減少373百万円、減価償却費

233百万円等のプラス要因があったものの、たな卸資産の増加520百万円、仕入債務の減少364百万円、税金等調整前

当期純損失288百万円、退職給付引当金の減少116百万円等のマイナス要因によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動による資金は、574百万円のプラスになりました。これは主に、事業譲渡による収入275百万円、投資有価

証券の売却による収入216百万円等のプラス要因によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動による資金は、215百万円のプラスとなりました。これは主に、短期借入金の増加275百万円のプラス要因

によるものです。 

③キャッシュ・フロー関連指標の推移 

（注）１ 各指標の算出方法は次の通りです。 

・自己資本比率：自己資本／総資産 

・時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

・キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

・インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

（平成20年３月期、平成21年３月期、平成23年３月期及び平成24年３月期のキャッシュ・フロー対有利子負

債比率及びインタレスト・カバレッジ・レシオについては、営業キャッシュ・フローがマイナスであるため

記載しておりません。） 

２ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。 

３ 営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書に計上されている「営業活動によるキャッシュ・

フロー」を使用しております。 

４ 有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としており

ます。利払いは、連結キャッシュ・フロー計算書に計上されている「利息の支払額」を利用しております。 

  
平成20年 
３ 月 期 

平成21年 
３ 月 期 

平成22年 
３ 月 期 

平成23年 
３ 月 期 

平成24年 
３ 月 期 

自己資本比率（％）  39.7  22.5  36.7  38.1  37.9

時価ベースの自己資本比率

（％） 
 17.3  4.9  14.2  23.2  32.2

キャッシュ・フロー対有利子

負債比率（年） 
 －  －  0.4  －  －

インタレスト・カバレッジ・

レシオ（倍） 
 －  －  124.4  －  －
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 当社グループは、当社を中心に親会社及び当社の子会社２社、関連会社１社によって構成されており、主に土木事業

と建築事業を展開しております。土木ではセグメント、ＵＲＴ(Under Railway/Road Tunnelling：アンダーパス構築工

法)エレメント、同掘進機の賃貸、道路用プレハブ床版、トンネル補修等の設計・開発、製造、据付及び付帯サービ

ス、建築については防音壁等の建築物の設計、施工等の事業を行っております。 

 当社グループ各社の位置付けを図示すると次の通りであります。 

（注）１ 平成23年４月25日開催の取締役会において、持分法適用会社であるピーシー橋梁株式会社の当社が保有する

全株式を、当社の親会社である株式会社ＩＨＩに譲渡することを決議し、平成23年６月16日付の株式売買約

定書に基づき、平成23年６月27日付に株式会社ＩＨＩに譲渡いたしました。 

２ 平成23年５月30日開催の取締役会において、当社が営む自走式駐車場事業をＩＨＩ運搬機械株式会社に譲渡

することを決議し、平成23年８月30日付の事業譲渡契約書に基づき、平成23年10月１日付で同事業を譲渡い

たしました。 

３ 平成23年11月８日開催の取締役会において、持分法適用会社である関西セグメント株式会社の当社が保有す

る全株式を同社に譲渡することを決議し、同社は平成23年11月17日に開催した臨時株主総会で自己株式を取

得することを承認可決し、株式譲渡契約書に基づく平成23年11月30日付に譲渡いたしました。 

２．企業集団の状況
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(１）会社の経営の基本方針 

 当社ならびにＩＫＫグループ各社は、 

① 「技術をもって社会の発展に貢献する企業」を経営の基本方針として、今日までコンクリート技術を中核とし

て、コンクリートセグメント等の製品を設計・開発、製造し、また防音壁等の建築物の設計、施工やプレストレ

スコンクリート技術を利用した橋梁等のコンクリート構造物の設計、施工、また土木工事のエンジニアリング分

野でも高い技術を発揮してまいりました。 

今後も製品、据付、施工の技術開発・改良を積極的に推進するとともに社会のニーズに即応した高性能・高品質

の製品、高度な施工ならびにエンジニアリング技術を顧客に供給するとともに、「安全第一」を経営の最重点課

題と位置づけ安全衛生管理の向上を目指してグループが一体となって邁進努力してゆく所存であります。 

② 顧客満足度の向上に、また顧客との信頼関係を更に深めるため、業務の質的向上を推進し、経営体質の強化を図

り、社会経済情勢の変化に伴う経営環境の変化に応じてグループ一丸となってなお一層のコスト削減を進めてお

ります。また、製造機能等を担う関係会社とは生産体制の集中化・効率化を図り、更に製・販・技一体となった

製品造りを展開することにより、公共投資の減少ならびに市場の更なる競争激化に対処するよう努力いたしてお

ります。 

③ 親会社の株式会社ＩＨＩとは、互いの製品構成を整備しながら、良きパートナーとして強固な協力関係を維持し

て行く所存であります。 

(２）中長期的な会社の経営戦略および対処すべき課題 

当社は平成20年11月策定の「経営改善中期計画」の方針に沿い、事業規模の縮小に対応して収益性を確保出来る組

織体制の構築、技術優位性の活きる分野・製品への注力、技術・品質・サービス等総合的に魅力のある提案内容の展

開、新しい設計工夫、コスト低減取組み等々の施策に鋭意注力して参りました。 

しかしながら、当社の主力製品に対する市場の需要環境は我々の予想を超えて悪化減少の方向が顕著になってき

ており、更なる事業構造改革として平成23年度に主力事業の一つでありました自走式駐車場事業をＩＨＩ運搬機械株

式会社に譲渡しました。これはＩＨＩグループ全体の駐車場事業の統合シナジー効果を期待してのものであります。

また、一層の販売管理費削減のため組織スリム化を目指して希望退職の募集も平成23年度に実施して参りました。こ

うした施策の実施にも拘わらず、平成23年度の業績は東日本大震災の影響や事業構造改革に伴う一過性の悪化要因に

見舞われて赤字を余儀なくされる事になりました。 

この様な状況を受けて今後の展開を検討いたしましたが、一過性の悪化要因の影響は払拭出来ても、シールド土

木工事用セグメント(当社主要製品)に対する受注価格の低迷状態は今後数年免れないと判断いたしております。こう

した状況に鑑み今後は土木工事や建築工事向けの単なるコンクリート製品供給に専念するだけでは先の展開が拡大出

来ないと認識いたしました。このため、 

① 単なる資材供給と言う観点を越えて施主・客先から建設工事遂行上有益・有用と受け入れて頂ける魅力のある差

別化の効いた提案内容の充実化を図る。 

② 成長著しい東南アジア諸国のインフラ整備事業に関連した需要を取り込むため海外事業の展開を鋭意推進する。 

等の施策に注力していく所存です。そのためには、親会社である株式会社ＩＨＩ（以下ＩＨＩ）の橋梁や水門等社会

基盤事業を担当している部門と一層の連携を計ってシナジー効果を追及していく事が必要と判断しました。また、Ｉ

ＨＩも当社の持つコンクリート技術は社会基盤事業推進において必要欠くべからざる重要な基盤要素技術の一つと考

えており当社を子会社化してグループ内シナジー効果を追及して行く事が中長期的な視点に立脚した成長戦略の一環

になると考えております。こうした共通認識の下、当社は短期的な業績の変動に左右されることなく今後の事業を展

開出来る事、非上場に伴う上場維持コストの削減効果を期待出来る事等を考慮し、ＩＨＩの完全子会社への道を取る

事が事業基盤の安定化を図る意味で適切と判断いたしました。このため親会社ＩＨＩは平成24年２月６日から当社の

株式の公開買付を行う旨表明し当社もその買付に賛同いたしました。その結果３月16日に本買付は終了しＩＨＩが

93．23％の当社株式を保有するに至っております。今後は５月16日に臨時株主総会を開催し、ＩＨＩが当社を完全子

会社化するためには、ＩＨＩを含めた全ての当社株主様からいったん当社株式を取得させていただき、その対価とし

て、ＩＨＩに対しては当社の別の種類の株式を、公開買付けに応募されなかった株主の皆様に対しては最終的に金銭

を交付させていただく方法を審議いただく予定であります。 

  なお、ＩＨＩの本公開買付条件につきましては平成24年２月３日のプレスリリース「支配株主である株式会社ＩＨ

Ｉによる当社株式に対する公開買付に関する意見表明のお知らせ」でもお知らせしました通り、ＩＨＩ以外の当社の

株主の方々にとっても不利益とならない妥当なものであるとの判断いたしております。 

３．経営方針
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４．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 107,542 220,289

受取手形及び売掛金 6,197,009 5,823,585

製品 1,302,897 1,509,490

仕掛品 685,104 617,987

原材料及び貯蔵品 34,106 33,498

短期貸付金 50,000 －

繰延税金資産 － 3,873

その他 159,221 177,153

貸倒引当金 △41,309 △6,731

流動資産合計 8,494,570 8,379,144

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 1,537,127 1,544,764

減価償却累計額 △1,147,892 △1,202,299

建物及び構築物（純額） 389,235 342,465

機械装置及び運搬具 2,596,734 2,569,652

減価償却累計額 △2,250,293 △2,362,888

機械装置及び運搬具（純額） 346,441 206,764

土地 2,098,731 2,095,844

リース資産 44,011 58,094

減価償却累計額 △21,995 △35,569

リース資産（純額） 22,016 22,525

建設仮勘定 － 47

その他 201,837 195,100

減価償却累計額 △184,582 △183,131

その他（純額） 17,255 11,969

有形固定資産合計 2,873,678 2,679,614

無形固定資産 15,966 35,790

投資その他の資産   

投資有価証券 306,935 78,558

破産更生債権等 5,714 1,090

繰延税金資産 － 4,466

その他 136,621 105,121

貸倒引当金 △5,714 △1,090

投資その他の資産合計 443,556 188,145

固定資産合計 3,333,200 2,903,549

資産合計 11,827,770 11,282,693
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,397,272 3,033,713

短期借入金 1,251,436 1,526,530

未払法人税等 13,993 9,383

前受金 16,742 154,532

賞与引当金 124,318 83,792

役員賞与引当金 5,607 1,485

完成工事補償引当金 43,279 4,752

工事損失引当金 － 559

災害損失引当金 154,170 173,349

その他 253,695 275,603

流動負債合計 5,260,512 5,263,698

固定負債   

繰延税金負債 610,740 492,561

退職給付引当金 1,105,504 989,358

役員退職慰労引当金 43,012 57,754

資産除去債務 3,492 3,535

負ののれん 284,060 194,100

その他 14,476 10,811

固定負債合計 2,061,284 1,748,119

負債合計 7,321,796 7,011,817

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,665,000 1,665,000

資本剰余金 1,006,641 1,006,641

利益剰余金 1,834,253 1,614,136

自己株式 △14,428 △16,585

株主資本合計 4,491,466 4,269,192

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 14,508 1,684

その他の包括利益累計額合計 14,508 1,684

純資産合計 4,505,974 4,270,876

負債純資産合計 11,827,770 11,282,693
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

売上高 10,290,414 8,613,926

売上原価 8,664,160 7,534,478

売上総利益 1,626,254 1,079,448

延払販売未実現利益戻入 2,429 4,585

差引売上総利益 1,628,683 1,084,033

販売費及び一般管理費   

販売費 884,313 787,184

一般管理費 571,379 616,469

販売費及び一般管理費合計 1,455,692 1,403,653

営業利益又は営業損失（△） 172,991 △319,620

営業外収益   

受取利息 19,449 17,571

受取配当金 1,021 982

スクラップ売却益 2,213 4,059

負ののれん償却額 89,960 89,960

持分法による投資利益 － 1,336

貸倒引当金戻入額 7,956 34,699

その他 14,668 10,319

営業外収益合計 135,267 158,926

営業外費用   

支払利息 12,556 8,275

持分法による投資損失 8,049 －

遊休資産管理費 4,247 4,452

その他 2,422 2,389

営業外費用合計 27,274 15,116

経常利益又は経常損失（△） 280,984 △175,810

特別利益   

保険解約返戻金 3,212 －

ゴルフ会員権退会益 20,476 －

投資有価証券売却益 － 25,490

特別利益合計 23,688 25,490

特別損失   

減損損失 － 3,577

ゴルフ会員権評価損 286 4,388

投資有価証券売却損 － 7,459

投資有価証券評価損 1,791 10,152

災害による損失 162,827 59,520

退職特別加算金 － 53,040

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 2,622 －

特別損失合計 167,526 138,136
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

137,146 △288,456

法人税、住民税及び事業税 12,930 10,724

法人税等調整額 － △120,439

法人税等合計 12,930 △109,715

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

124,216 △178,741

当期純利益又は当期純損失（△） 124,216 △178,741
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（連結包括利益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主損益調
整前当期純損失（△）

124,216 △178,741

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △9,678 △11,373

持分法適用会社に対する持分相当額 △636 △1,451

その他の包括利益合計 △10,314 △12,824

包括利益 113,902 △191,565

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 113,902 △191,565

少数株主に係る包括利益 － －
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（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

株主資本   

資本金   

当期首残高 1,665,000 1,665,000

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,665,000 1,665,000

資本剰余金   

当期首残高 1,006,641 1,006,641

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,006,641 1,006,641

利益剰余金   

当期首残高 1,751,419 1,834,253

当期変動額   

当期純利益又は当期純損失（△） 124,216 △178,741

剰余金の配当 △41,382 △41,376

当期変動額合計 82,834 △220,117

当期末残高 1,834,253 1,614,136

自己株式   

当期首残高 △14,153 △14,428

当期変動額   

自己株式の取得 △275 △2,157

当期変動額合計 △275 △2,157

当期末残高 △14,428 △16,585

株主資本合計   

当期首残高 4,408,907 4,491,466

当期変動額   

当期純利益又は当期純損失（△） 124,216 △178,741

自己株式の取得 △275 △2,157

剰余金の配当 △41,382 △41,376

当期変動額合計 82,559 △222,274

当期末残高 4,491,466 4,269,192
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

当期首残高 24,822 14,508

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △10,314 △12,824

当期変動額合計 △10,314 △12,824

当期末残高 14,508 1,684

その他の包括利益累計額合計   

当期首残高 24,822 14,508

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △10,314 △12,824

当期変動額合計 △10,314 △12,824

当期末残高 14,508 1,684

純資産合計   

当期首残高 4,433,729 4,505,974

当期変動額   

当期純利益又は当期純損失（△） 124,216 △178,741

自己株式の取得 △275 △2,157

剰余金の配当 △41,382 △41,376

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △10,314 △12,824

当期変動額合計 72,245 △235,098

当期末残高 4,505,974 4,270,876
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純
損失（△）

137,146 △288,456

減価償却費 231,863 232,529

負ののれん償却額 △89,960 △89,960

貸倒引当金の増減額（△は減少） △40,041 △39,201

賞与引当金の増減額（△は減少） 7,699 △40,526

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 5,607 △4,122

退職給付引当金の増減額（△は減少） △30,061 △116,146

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △3,091 14,743

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △16,365 △38,527

工事損失引当金の増減額（△は減少） △39,370 559

受取利息及び受取配当金 △20,470 △18,552

支払利息 12,556 8,275

減損損失 － 3,577

持分法による投資損益（△は益） 8,049 △1,336

災害損失 162,827 59,520

投資有価証券売却損益（△は益） － △18,031

投資有価証券評価損益（△は益） 1,791 10,152

ゴルフ会員権退会益 △20,476 －

ゴルフ会員権評価損 － 4,388

売上債権の増減額（△は増加） 196,168 373,424

たな卸資産の増減額（△は増加） △290,912 △519,613

破産更生債権等の増減額（△は増加） 32,094 4,624

仕入債務の増減額（△は減少） △193,138 △363,560

前受金の増減額（△は減少） 16,723 246,465

その他 △92,628 △96,912

小計 △23,989 △676,686

利息及び配当金の受取額 20,470 18,552

利息の支払額 △12,646 △8,277

法人税等の支払額 △17,341 △10,250

営業活動によるキャッシュ・フロー △33,506 △676,661
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △169,419 △19,280

無形固定資産の取得による支出 △2,468 △9,495

ゴルフ会員権の退会による収入 － 40,000

敷金及び保証金の回収による収入 1,234 22,933

投資有価証券の売却による収入 － 215,886

事業譲渡による収入 － 275,298

貸付金の回収による収入 140 52,000

その他 8,334 △3,044

投資活動によるキャッシュ・フロー △162,179 574,298

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △32,658 275,094

長期借入金の返済による支出 △50,000 －

リース債務の返済による支出 △12,917 △16,630

配当金の支払額 △40,987 △41,197

その他 △275 △2,157

財務活動によるキャッシュ・フロー △136,837 215,110

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △332,522 112,747

現金及び現金同等物の期首残高 440,064 107,542

現金及び現金同等物の期末残高 107,542 220,289
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 該当事項はありません。 

 下記の「（７）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」を除き、最近の有価証券報告書（平成23

年６月24日提出）における記載から重要な変更がありません。なお、詳細については、当該有価証券報告書をご参照

ください。 

持分法の適用に関する事項 

持分法適用会社は、以下の１社であります。 

関連会社：中部セグメント株式会社 

 従来、持分法適用会社でありました関西セグメント株式会社およびピーシー橋梁株式会社については、当連結会計

年度中に当社が保有する全株式を譲渡いたしましたので、持分法適用の範囲に該当しなくなりました。 

会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用 

 当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準」（企業会計基準第24号  平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号  平成21年12月４日）を適用しております。 

法人税率の変更等に関する事項 

 「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第

114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平

成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率

の引き下げ及び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。この税率変更により、繰延税金負債は112,296

千円、法人税等調整額は112,100千円それぞれ減少し、その他有価証券評価差額金は196千円増加しております。 

(５）継続企業の前提に関する注記

(６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

(７）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

(８）追加情報
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Ⅰ 前連結会計年度（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日） 

１．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち、分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであ

ります。 

 当社グループは、製品の種類・性質により、セグメント、ＵＲＴエレメント、同掘進機の賃貸、道路用プ

レハブ床版、トンネル補修等の設計・開発、製造、据付及び付帯サービス事業を行う「土木事業」と、自走

式駐車場、防音壁等の建築物の設計、施工等の事業を行う「建築事業」の２つの報告セグメントとしており

ます。 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

 報告されている事業セグメントの会計処理方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」

における記載と概ね同一であります。 

 報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

（単位：千円）

（注）１ セグメント利益の調整額は全社費用であり、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であり

ます。 

２ セグメント資産については、経営資源の配分の決定及び業績を評価するための検討対象とはなっ

ていないため記載しておりません。 

３ セグメント利益は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

(９）連結財務諸表に関する注記事項

（セグメント情報等）

セグメント情報

  

報告セグメント 
調整額 

（注）１ 

連結財務諸表

計上額 

（注）３ 土木事業 建築事業 計 

売上高           

外部顧客への売上高 6,805,209 3,485,205  10,290,414 ─ 10,290,414

セグメント間の内部売上高 

又は振替高 

  

─

  

─

  

─ 

  

─ 

  

─

計 6,805,209 3,485,205  10,290,414 ─ 10,290,414

セグメント利益 515,350 21,560  536,910  △363,919 172,991

その他の項目           

減価償却費 223,838 80  223,918  7,945 231,863
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Ⅱ 当連結会計年度（自平成23年４月１日 至平成24年３月31日） 

１．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち、分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであ

ります。 

 当社グループは、製品の種類・性質により、セグメント、ＵＲＴエレメント、同掘進機の賃貸、道路用プ

レハブ床版、トンネル補修等の設計・開発、製造、据付及び付帯サービス事業を行う「土木事業」と、自走

式駐車場、防音壁等の建築物の設計、施工等の事業を行う「建築事業」の２つの報告セグメントとしており

ます。 

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

 報告されている事業セグメントの会計処理方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」

における記載と概ね同一であります。 

 報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

（単位：千円）

（注）１ セグメント利益又は損失（△）の調整額は全社費用であり、主に報告セグメントに帰属しない一

般管理費であります。 

２ セグメント資産については、経営資源の配分の決定及び業績を評価するための検討対象とはなっ

ていないため記載しておりません。 

３ セグメント損失は、連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。 

４ 建築事業セグメントの一部を平成23年10月１日に事業譲渡いたしました。詳細は『４．連結財務

諸表 （９）連結財務諸表に関する注記事項 （企業結合等関係）』に記載のとおりであります。

  

報告セグメント 
調整額 

（注）１ 

連結財務諸表

計上額 

（注）３ 土木事業 
建築事業

（注）４ 
計 

売上高           

外部顧客への売上高 7,148,299 1,465,627  8,613,926 ─ 8,613,926

セグメント間の内部売上高 

又は振替高 

  

─

  

─

  

─ 

  

─ 

  

─

計 7,148,299 1,465,627  8,613,926 ─ 8,613,926

セグメント利益又は損失（△） 94,095 △36,033  58,062  △377,682 △319,620

その他の項目           

減価償却費 222,270 47  222,317  10,212 232,529
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当連結会計年度（平成23年４月１日～平成24年３月31日） 

（企業結合等関係）

事業分離 

１．事業分離の概要 

(1）分離先企業の名称 

ＩＨＩ運搬機械株式会社 

(2）分離した事業の内容 

当社の自走式駐車場事業 

・本自走      ・・在来工法自走式駐車場の設計・施工・販売 

・簡易式駐車場・・認定品自走式駐車場の設計・施工・販売 

（一般社団法人日本プレハブ駐車場工業会加盟） 

(3）事業分離を行った主な理由 

 ＩＨＩグループにおける総合駐車場事業の全体最適と受注確保を更に推し進め、将来への成長戦略の実

現と更なる業績向上等を図るため。 

(4）事業分離日 

平成23年10月１日 

(5）法的形式を含むその他取引の概要に関する事項 

受取対価を現金等の財産のみとする事業譲渡 

２．実施した会計処理の概要 

(1）移転損益の金額 

移転損益は発生しておりません。 

(2）移転した事業に係る資産及び負債の適正な帳簿価額並びにその主な内訳 

３．分離した事業が含まれていた報告セグメント 

建築事業 

４．当連結会計年度に係る連結損益計算書に計上されている分離した事業に係る損益の概算額 

流動資産 千円401,988

流動負債 千円108,675

  累計期間 

売上高 千円303,101

営業損失（△） △ 千円103,739
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 （注） １株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額（△）の算定上の基礎 

当連結会計年度（平成23年４月１日～平成24年３月31日） 

 株式会社ＩＨＩは、平成24年２月６日から当社普通株式に対する公開買付けを行い、本公開買付けは平成24年３月

16日に終了しております。本公開買付けの結果、ＩＨＩは、平成24年３月23日をもって、当社普通株式19,275,999 

株（平成24年３月31日現在における当社の総株主の議決権の数に対する割合：93.57％）を保有するに至っておりま

す。 

 当社は、平成24年４月16日開催の取締役会において、平成24年５月16日開催予定の当社臨時株主総会に、種類株式

発行に係る定款一部変更、全部取得条項の付加に係る定款一部変更、および全部取得条項付普通株式の取得について

付議することを決議し、併せて、本臨時株主総会と同日に開催予定の当社普通株式を保有する株主の皆様を構成員と

する種類株主総会に、全部取得条項の付加に係る定款一部変更について付議することを決議いたしました。 

 なお、当社普通株式は、現在、株式会社東京証券取引所市場第二部に上場されておりますが、本臨時株主総会およ

び本種類株主総会においてこれらの議案がいずれも原案どおり承認可決された場合には、当社普通株式は、東京証券

取引所の上場廃止基準に該当することになりますので、平成24年５月16日から平成24年６月16日まで整理銘柄に指定

された後、平成24年６月18日をもって上場廃止となる予定です。 

 リース取引、関連当事者情報、税効果会計、金融商品、有価証券、デリバティブ取引関係、退職給付、資産除去

債務、賃貸等不動産等に関する注記事項については、決算短信における開示の必要性が大きくないと考えられるた

め開示を省略しております。 

（１株当たり情報）

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 銭 217 80

１株当たり当期純利益金額 円00銭 6

１株当たり純資産額 円 銭 206 57

１株当たり当期純損失金額（△） 円64銭 △8

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につい

ては、１株当たり当期純損失金額であり、また、潜在株

式がないため記載しておりません。 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

損益計算書上の当期純利益金額又は当期

純損失金額（△）(千円) 
 124,216  △178,741

普通株主に帰属しない金額(千円)  ―  ―

普通株式に係る当期純利益金額又は当期

純損失金額（△）(千円) 
 124,216  △178,741

普通株式の期中平均株数（千株）  20,690  20,686

（重要な後発事象）

（開示の省略）
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（１）役員の異動 

①代表取締役の異動（平成24年６月22日付予定） 

②新旧代表取締役の氏名及び役職名 

（新任）氏      名：福澤 勝（フクザワ マサル） 

新・役職名：代表取締役社長 

（退任）氏      名：岡田 秀夫（オカダ ヒデオ） 

旧・役職名：代表取締役社長 

※退任する岡田秀夫氏は、新たに顧問に就任します。 

③上記の異動につきましては、平成24年２月27日付けの「代表取締役の異動に関するお知らせ」で開示済みでありま

す。 

５．その他
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